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容量市場開設後における
発動回数制約電源の取扱いについて

第２１回調整⼒の細分化及び広域調達の
技術的検討に関する作業会 資料４

２０１９年３⽉１１⽇

調整⼒の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 事務局
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容量市場・需給調整市場の開設が予定されている。
現⾏の電源Ⅰʼは容量市場により容量が確保される前の2023年度までは継続すると整理されている。
また、現⾏の電源Ⅰʼについては、2024年からは調整⼒公募ではなく、容量市場の中で他の供給⼒とあわせて調達さ

れることになり、電源Ⅰʼに参⼊していたDSR等のようにアグリゲートされるリソースについては、容量市場において発動回
数に制約等のある電源（以下、「発動回数制約電源」という）（年12回、3時間継続、3時間前指令）のリクワイア
メントに基づき活⽤されることになる。
2024年度以降、容量市場において調達された発動回数制約電源が今後どのように活⽤されるのか、需給調整市場

との関係も含め、整理をしたので、ご議論いただきたい。

本⽇、ご議論頂きたい内容



2（参考）2021年度以降の電源Ⅰ’の扱い

出所）第3回需給調整市場検討⼩委員会 資料２ (2018年4⽉27⽇)⾚枠追加
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/files/jukyu_shijo_03_02.pdf
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容量市場では、現⾏の稀頻度リスク（厳気象）対応を含めてDSR等を対象とした供給⼒（電源Ⅰʼ相当）を市場
から調達する。

（参考）容量市場で取引する範囲

出所）制度検討作業部会 中間とりまとめ (2018年7⽉13⽇)
http://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/20180713_report.html



4（参考）容量市場における発動回数制約電源のリクワイアメント
（需給ひっ迫のおそれがあるとき（アグリゲート））

出所）第14回 容量市場の在り⽅等に関する検討会 配布資料４(2018年8⽉9⽇)（⾚枠追加）
http://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2018/youryou_kentoukai_haihu14.html
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容量市場で調達された発動回数制約電源は、容量確保契約（広域機関=発電事業者間）に基づき⼀般送配電
事業者により３時間前までに発動指令される。
現在の電源Ⅰʼは⼀般送配電事業者が調達・活⽤しているが、容量市場開設後は⼩売電気事業者も含めて幅広く

活⽤される。どのようにすれば⼩売電気事業者の供給⼒として活⽤できるかについて検討が必要である。
⼀般送配電事業者による発動指令が実需給の３時間前までであるため、時間前市場に間に合うことを踏まえると、発

動指令を受けたアグリゲーターが時間前市場に⽟だしを⾏い、⼩売電気事業者が調達する機会を得ることで⼩売電気
事業者が活⽤できるのではないか。その場合、アグリゲーターは⼩売電気事業者からkWhの⽀払いを受けることになる。
また、時間前市場で調達されなかった場合は⼀般送配電事業者が調整⼒として確実に活⽤することとしてはどうか。こ

のため、⼀般送配電事業者の発動指令による発動のうち⼩売が調達しなかった余⼒が調整⼒として確実に使われ、費
⽤の精算が⾏われる仕組みが必要となる※。なお、従来電源に対するひっ迫時の指⽰がなされた場合も同じ仕組みを
適⽤できるか検討が必要。（三次調整⼒②としての活⽤も考えうるが、要件が必ずしも⼀致しないこと、発動判断は
当⽇朝がとなることが⼤半であると考えると、この判断のタイミングはΔkW調達に間に合わないケースが多い。）

需給ひっ迫時における発動回数制約電源の発動指令、kWh費⽤の⽀払いについて

※通常のGC後の余⼒活⽤の仕組みと異なるため、⽀払いの仕組みは別途検討が必要
調達者（kW） 発動判断 発動指令 活⽤者 概 要

現状 ⼀般送配電事業者
（電源Ⅰ´公募）

⼀般送配電事業者
（電源Ⅰ´契約）

⼀般送配電事業者
→アグリゲーター

（電源Ⅰ´契約）
⼀般送配電事業者

(電源Ⅰ´契約)
⼀般送配電事業者が３時間前までに発動指令を
⾏い、アグリゲーターが当該時間に発動し、電源Ⅰʼ
契約により精算する。

市場
開設後

広域機関
(容量市場)

⼀般送配電事業者
（容量確保契約）

⼀般送配電事業者
→アグリゲーター

（容量確保契約）

⼩売電気事業者
（時間前市場）

３時間前までの発動指令後に、⼩売電気事業者
が時間前市場により調達し、卸市場取引を通じて、
⼩売電気事業者の間で精算する。

⼀般送配電事業者
(⽀払う仕組み※)

時間前市場で落札されなかった場合、⼀般送配電
事業者が活⽤することとなる。⽀払いの仕組み※な
どkWh単価を予め取り決める契約により精算する。
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現状

将来

（参考）当日朝に需給ひっ迫が判明した場合の業務イメージ

前⽇以前 当 ⽇ 翌⽇以降

▼需給バランス⾒直し(⼀般送配電事業者)

9時 12時 15時

▼電源Ⅰʼ発動指令
（⼀般送配電事業者→アグリゲーター）

▼電源Ⅰʼ発動
(アグリゲーター)

▼⽀払
（⼀般送配電事業者

→アグリゲーター）

▼アグリゲート発動指令（容量市場契約）
（⼀般送配電事業者→アグリゲーター）▼アグリゲート発動

(アグリゲーター)

▼需給バランス⾒直し(⼀般送配電事業者)

▼時間前市場
札⼊れ(アグリゲーター)

落札された場合 ▼kWh⽀払
（⼩売電気事業者

→アグリゲーター）
▼kWh⽀払
（⼀般送配電事業者

→アグリゲーター）

[前提条件]
当⽇朝、需給バランスを⾒直し、
9時に発動指令、15時発動とした場合

１年前︓電源Ⅰʼ調達

▼発動判断

▼発動判断（⼀般送配電事業者）

時
間
前
市
場

需
給
調
整
市
場

(

三
次
②)

前週︓⽀払いの仕組み※

・調整単価 V1登録
（アグリゲーター）

４年前︓kW調達
(１年前に追加オークション)
・⽀払いの仕組み※

前週︓ΔkW調達
(⼀次〜三次①)

3時間前まで

※需給ひっ迫時に⼀般送配電事業者の指⽰等があった場合にその対価を⽀払う仕組みについては別途検討が必要

⽀払いの
仕組み※

落札され
なかった場合



7発動回数等に余裕のある場合の取扱いについて

容量市場に落札された発動回数制約電源は、容量確保契約に基づく発動指令に対応できることを前提とし、
年間回数13回以上等のように余裕のある範囲で、容量確保契約に基づく発動がない時期において⼩売電気
事業者や⼀般送配電事業者に活⽤されることもあり、以下のような供出⽅法が考えられる。
 経済DR（卸電⼒市場や相対取引）としてkWhを取引
 三次調整⼒②（需給調整市場取引）としてΔkWを取引 等

これらの取引後に、容量確保契約に基づく発動指令があった場合においては、kWhやΔkWの費⽤の⽀払いは
その取引の契約に基づいて⾏うこととなる。

卸電⼒市場の場合
(kWh)

経済DRなど

需給調整市場
の場合
(ΔkW)

三次調整⼒②

前 ⽇ 以 前 当 ⽇

容量確保契約に
基づく発動指令

▼需給調整市場
三次調整⼒②落札

（前⽇）

▼kWh供出▼スポット市場で落札
（前⽇）

▼ΔkW+kWh供出

容量確保契約に
基づく発動指令
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 現状の電源Ⅰ´のほとんどが、需給調整市場の三次調整⼒②に参⼊するのではなく、容量市場の中で活躍すること
になる。なお、能⼒に余裕のある範囲で三次調整⼒②の商品要件を満⾜する場合は、容量市場のリクワイアメント
を果たすことを前提に活躍することもできる。

 容量市場で確保された発動回数制約電源の取扱いについては以下のとおりとしてはどうか。
容量市場において調達された発動回数制約電源は、容量確保契約に基づき⼀般送配電事業者が3時間前まで

に発動指令を⾏う。
供出したkWhの対価については、3時間前までの発動指令をもってアグリゲーターが時間前市場に⽟出しを⾏い、

⼩売電気事業者に調達されることでkWhの⽀払いを受ける、⼩売電気事業者により調達されなかった場合におい
ては、⼩売電気事業者が調達しなかった余⼒を調整⼒として活⽤し費⽤の精算が⾏われる仕組み※の中で⼀般
送配電事業者からkWhの⽀払いを受ける、こととし、活⽤した者がアグリゲーターにkWhの費⽤を⽀払う。

その他、容量確保契約に基づく発動指令に応じられない場合のペナルティの扱いなどは容量確保契約で取り決めら
れたものに従う。

まとめ

※需給ひっ迫時に⼀般送配電事業者の指⽰等があった場合にその対価を⽀払う仕組みは別途検討が必要。
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容量市場
(発動回数制約電源のリクワイアメント)

調整⼒公募
（電源Ⅰʼ公募要件の代表例※）

（参考）
需給調整市場

（三次調整⼒②商品要件）

調達主体 広域機関 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者
取引対象 kW kW+ΔkW ΔkW
調達範囲 全国 エリア 全国
調達時期 ４年前or１年前 １年前 前⽇
発動回数 １２回 １２回 ΔkW落札ブロック内で制限なし
応動時間 ３時間 ３時間 45分以内
継続時間 ３時間 ３時間 3時間
指令間隔 ３時間 ３時間 30分

活⽤時期
の決定 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者 発電事業者

発動者 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者
活⽤者 ⼩売電気事業者 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者 ⼀般送配電事業者

kWh価格 卸市場により決定 予め登録※ 前週登録 ΔkW応札時にあわせて登録

（参考）発動回数制約電源の要件との関係

※⼀部の公募要件は異なる

※需給ひっ迫時に⼀般送配電事業者の指⽰等があった場合にその対価を⽀払う仕組みは別途検討が必要



10（参考）新たに創設される市場

出所） 第8回 需給調整市場検討⼩委員会 参考資料
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_08_haifu.html



11（参考）海外におけるDRの市場への参入事例（フランス）

 フランスでは、ピーク需要のkW確保対策として、DR専⽤市場であるAOEプログラム（⽇本の電源Ⅰʼに相当）にお
ける取引が盛ん。⼀⽅、調整⼒としての取引は、Primary Reserve（⼀次相当）及びRapid Reserve（三次
①相当）に実績がある。

出所） RTEのＨＰおよび事業者ヒアリングを基に広域機関にて作成

市場 商品名 参照年 ⽇本に
おける商品 募集規模 落札規模*1 ＤＲシェア

Balancing
Market

Primary Reserve 
(R1) 2018年 ⼀次調整⼒ 530MW 561MW 75MW

Rapid 
Reserve 2019年 三次調整⼒① 1,000MW 1,500MW 落札規模の

50%前後*2

Complementary 
Reserve 2019年 三次調整⼒② 500MW 70MW -

Capacity
Market

Capacity Market 2019年 容量市場 89.3GW - 1.7GW

AOE
(DR call for tender) 2018年 DR専⽤市場 2.2GW 733MW 733MW

*1︓募集規模に対する落札量
*2︓事業者へのヒアリングに基づき算出

出所） 第8回 需給調整市場検討⼩委員会 参考資料を基に広域機関で更新
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_08_haifu.html
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 アメリカPJMでは、容量市場（Capacity Market）への参⼊が⼤宗を占めており、需給調整市場（Ancillary 
Services）における参⼊はわずか。

出所） Demand Response Strategy PJM Interconnection (June 28, 2017)
https://www.pjm.com/~/media/library/reports-notices/demand-response/20170628-pjm-demand-response-strategy.ashx

（参考）海外におけるDRの市場への参入事例（アメリカPJM）

出所） 第8回 需給調整市場検討⼩委員会 参考資料
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_08_haifu.html


